
 

最近の是否認事例に見る 

ロイヤルティの取得を巡る日中親子間税務リスク“傾向と対策” 

 

 
２０１６年 １月２０日（水） １３：００～１７：００ 

 

キャストコンサルティング(株) 税理士／元国税審判官 朴木直子 氏 

 

１．無形資産のライセンスと対価の回収に関する基本的な考え方 

  ～なぜ今、中国でロイヤルティを巡る否認リスクが高まりをみせているのか～ 

（１）外－外取引の増加とロイヤルティの取得 

（２）無形資産の移転に関する日本企業の一般的な考え方 

（３）移転価格の問題 

（４）OECD 移転価格ガイドライン 

（５）国連移転価格実務マニュアル 

（６）寄附金課税との関係 

 

２．中国課税当局による徹底調査の実施 

（１）関係法令の規定概要 

（２）調査の対象とされ易いロイヤルティ取引事例 

（３）機能・リスク限定型企業の取扱い 

   １）中国国内法令の規定  

   ２）OECD 移転価格ガイドラインにおける言及 

   ３）赤字単一生産企業に対する移転価格調整  

   ４）支払ロイヤルティの損金算入否認 

（４）対策 

   １）取引単位営業利益法の選択と留意点  

   ２）特殊要因分析  

   ３）想定主張例 

 

３．日本課税当局が指摘する「簡易な移転価格」／出張者人件費 

（１）日本側での調査 

（２）契約評価についての見解の相違 

   １）ノウハウライセンスか？役務提供か？  

   ２）サービス・フィーと使用料の性質と違い 

（３）「簡易な移転価格」 

   １）“簡易 TP”とは？  

   ２）対策 

 

※税理士ならびにコンサルティング業など、講師とご同業の専門家の方のお申し込みはお断りさせて頂きます。 

※最少催行人数に満たない場合、開催中止とさせて頂く場合がございます。 

 
 
 

企業研究会セミナールーム（東京：麹町） 

 
中国では 2014 年 7 月以降、国外関連者へのロイヤルティの支払いに対する徹底調査の実施や、OECD／G20 の 

BEPS（税源侵食と利益移転）行動計画に係る提言を踏まえた監督管理を要請する税務通達が相次いで下達され、 

調査強化の傾向が続いています。対する日本側でも、中国子会社に対する支援内容と対価の相当性が問われる 

場面が目立つようになりました。本セミナーは、このような潮流を踏まえ、日本と中国のそれぞれで、課税当局から 

どのような指摘を受け得るか、実際にチャレンジを受けたとき、いかに対応すべきかがわかる、実践的な内容です。 

横浜国立大学国際経済法学研究科修士課程修了後、北京語言学院（現北京語言大学）における短期中国語研修を経て、
北京大学法学大学院進修生（非学位、中国政府奨学金受給）。北京中倫律師事務所（現中倫金通律師事務所）におけるエ
クスターンシップ、アンダーソン・毛利・友常法律事務所（東京）を経て現職。2011 年 7 月から 2014 年 7 月まで 財務
事務官 東京国税不服審判所 国税審判官 任官。著作に、『アジア投資からみた日本企業の課税』（共著、07 年、中央経
済社、文部科学省科研費助成）、『Ｑ＆Ａ中国進出・取引の税務と法務』（共著、05 年、新日本法規出版）等がある。 
 

151804-1010（※）ロイヤルティの取得を巡る日中親子間税務リスク"傾向と対策” 

 

■参加要領：申込書はＦＡＸ、または下記担当者宛 E-mail にてお送り下さい。当会ホームページからもお申込み頂けます。後日（開催日１週間
～１０日前までに）受講票・請求書をお送り致します。 
※よくあるご質問（ＦＡＱ）は当会 HP にてご確認いただけます。（[TOP]→[公開セミナー]→[よくあるご質問]） 
※お申し込み後のキャンセルはお受け致しかねますので、ご都合が悪くなった場合、代理出席をお願いします。 

■お申込・お問合わせ先： 企業研究会 公開セミナー事業グループ 担当／川守田 E-mail:kawamorita@bri.or.jp 
 TEL：03-5215-3514 FAX：03-5215-0951  〒102‐0083 東京都千代田区麹町 5-7-2 麹町 M-SQUARE 2Ｆ 
 
 
 

３４，５６０円（本体価格 ３２，０００円） ３７，８００円（本体価格 ３５，０００円） 

 

税込・資料代含む 

開催にあたって 

 

グローバルスタンダード／日本企業の考え方と中国課税当局のスタンスの違いは何か？ 
「税務バランス」の崩れが日本側で惹起する問題とはいかなるものか？ 

 

mailto:kawamorita@bri.or.jp

